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○決算の概要 ※　比較は前期比

【輸送の概況】

【収支の概況】

南紀・東紀州地域における高規格道路の整備や人口減少の影響などにより特急「南紀」のご利用は減

少傾向が続く一方、４～５月に伊勢市にて開催された菓子博の効果もあって快速「みえ」のご利用が伸

びましたが、夏から秋にかけて襲来した台風の影響が減少要因となりました。普通列車は、通勤定期が

前期を上回り、通学定期も大きく落ち込んだ前期から回復したことなどから増加しました。

年間の輸送人員は、定期外旅客：1,312,384人（99.1%）、定期旅客：391,857人（104.3%）、合計：

1,704,241人（100.2%）と、前期から3,997人増加しました。定期旅客の内訳は、通勤：195,960人

（102.2%）、通学：195,897人（106.5%）となり、通勤は８年連続で前期を上回り、７年連続で過去最高を更

新しました。通学は、大きく減少した前期との比較では増加しましたが、前々期までの水準は下回ってい

ます。

列車種別ごとのご利用状況では、特急列車は高規格道路の整備および人口減少の影響が続き、前期

比3,820人減の191,725人（98.0%）と、３年連続で過去最少を更新しました。快速列車は菓子博の効果が

あった一方で台風の影響などもあり、前期比6,203人減の979,150人（99.4%）となりました。普通列車は定

期旅客が好調に推移し、前期比14,020人増の533,366人（102.7%）と、２年ぶりに過去最高を更新しまし

た。

営業収入は、11,127千円減の583,337千円（98.1%）となりました。営業収入の大宗を占める旅客収入

は、定期収入は増加したものの、収入への寄与が大きい特急・快速の減少により定期外収入が減少し、

合わせて3,144千円減の548,922千円（99.4%）となりました。また、受託工事の減少などにより運輸雑収も

減少し、鉄道事業収入全体では8,051千円減の570,417千円（98.6%）となりました。関連事業収入につい

ても、土地貸付面積が縮小したことによる土地貸付料の減少などにより3,075千円減の12,921千円

(80.8%)となりました。

営業費は26,028千円減の578,224千円で、増加は原油価格上昇による動力費の増（＋2,884千円）な

ど、減少は要員減少による人件費の減（△11,469千円）、前期の車両故障発生などによる修繕費の減

（△8,739千円）、車両使用料支払いの減少などによる業務費の減（△7,386千円）などです。

その結果、営業利益は5,113千円（前期は△9,788千円）、経常利益は5,670千円（前期は△8,882千

円）となり、4期ぶりの黒字となりました。特別収支および法人税等を含めた当期純損益は10,305千円の

利益（前期は3,036千円）となりました。
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伊勢鉄道株式会社

（単位:円）

金 額 金 額

497,422,243 340,233,408

107,140,370 0

78,717,815 315,825,097

298,029,105 6,684,300

5,464,230 0

7,434,112 6,512,858

736,611 2,046,710

0 5,954,370

0 0

△100,000 3,210,073

363,730,321 2,232,112

359,600,124 0

土 地 11,875 482,112

建 物 106,868,321 1,750,000

構 築 物 852,716,446 342,465,520

機 械 装 置 40,505,069

車 両 運 搬 具 242,506,771

工 具 器 具 備 品 23,069,669 360,000,000

リ ー ス 資 産 3,156,000 158,687,044

その他有形固定資産 791,329 0

建 設 仮 勘 定 0 158,687,044

減 価 償 却 累 計 額 △910,025,356 繰越利益剰余金 158,687,044

493,910 518,687,044

借 地 権 8

ソ フ ト ウ エ ア 0 518,687,044

そ の 他 493,902

3,636,287

投 資 有 価 証 券 2,080,000

長 期 前 払 費 用 1,352,186
出資金/その他投資等 204,101

861,152,564 861,152,564

純 資 産 合 計

投資その他の資産

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本 合 計

前 払 費 用 前 受 金

貸 倒 引 当 金 賞 与 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

リ ー ス 負 債

役員退職慰労金引当金

負 債 合 計

貯 蔵 品 預 り 連 絡 運 賃

前 払 金 預 り 金

仮 払 金 前 受 運 賃

未 収 運 賃 未 払 金

未 収 金 未 払 法 人 税

未 収 消 費 税 未 払 消 費 税

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 1年内償還長期借入金

貸 借 対 照 表
(平成30年 3月31日)

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 科 目
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伊勢鉄道株式会社

（単位：円）

570,416,796

577,107,568

6,690,772

12,920,619

1,116,961

11,803,658

5,112,886

59,685

662,798 722,483

0

165,781 165,781

5,669,588

294,186,479

1,050,000 295,236,479

285,127,470

0 285,127,470

15,778,597

5,473,700

10,304,897

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損

そ の 他 特 別 損 失

税引前当 期純 利益

法人税･住民税及び事業税

当 期 純 利 益

そ の 他 特 別 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

補 助 金

関 連 事 業 費

損 益 計 算 書
(平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで）

科 目 金 額

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

鉄 道 事 業 営 業 損 失

関 連 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 収 益
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（単位：円）

その他
利益

剰余金

繰越利益
剰余金

360,000,000 148,382,147 148,382,147 508,382,147 508,382,147

10,304,897 10,304,897 10,304,897 10,304,897

10,304,897 10,304,897 10,304,897 10,304,897

360,000,000 158,687,044 158,687,044 518,687,044 518,687,044

利
益
準
備
金

株主資本等変動計算書

(平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで）

当期首残高

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額

新株の発行

自
己
株
式

利益
剰余金
合計

そ
の
他
資
本
剰
余
金

資
本
剰
余
金
合
計

伊勢鉄道株式会社

株主資本

評
価
・
換
算
差
額
等

純資産合計
資本金

資
本
準
備
金

株主資本
合計

資本剰余金 利益剰余金

当期変動額合計

当期末残高

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の処分
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1. この計算書類は、鉄道事業会計規則の運用指針によって作成しています。

2. 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

a 有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

b 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による。但し、軽油のみ、先入先出法。

(2) 固定資産の減価償却の方法

定率法による。但し、平成10年度以降取得の建物は定額法

平成19年度以降取得については、改正後の法人税法に基づく定率法・定額法

無形固定資産 定額法

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるために回収不能見込額を計上しています。

賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。

役員退職慰労金引当金 役員の退職金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

(4) 工事負担金の会計処理

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

3. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済み株式数は7,200株である。

4. 関連当事者との取引に関する注記 （単位：千円）

科目

未収金

5. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当りの純資産

(2) １株当りの当期純利益

6. その他の注記

記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

注 記 表

有形固定資産

鉄道施設総合安全対策事業など国及び地方公共団体より収受する工事負担金の会計処理については、工事完

成時に取得した固定資産の取得原価から当該工事負担金相当額を直接減額しています。

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から

直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しています。

属性 団体の名称
議決権等の
所有割合

取引の内容 取引金額

主要株主 三重県 40.0% 補助金 201,902

1株当りの純資産額は72,039円86銭である

(平成29年 4月 1日から平成30年 3月31日まで）

１株当りの当期純利益額は1,431円23銭である

期末残高

201,902
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